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ABSTRACT 

  

障害のある子どもが十分に教育を受けられるために、教育現場において障害を理由とする

差別の禁止、合理的配慮の提供が求められている。都築・小田・青柳・岩田・相羽・吉田（2015）

は、学級に在籍する特別なニーズを必要とする子どもへの適切な合理的配慮や指導はすべて

の教員が身につけるべき事項であり、教員養成段階で習得しておくことが望ましいと報告し

ている。しかし、教員を対象とする合理的配慮に関する意識調査の研究は行われているが、

将来、教員を志望する学生を対象とした合理的配慮に関する意識調査は見当たらない。 

そこで、本研究では、教員養成段階での合理的配慮に対する意識の現状を明らかにするた

め、Ａ大学、Ｂ大学の教育学部に在籍する学生を対象とし、質問紙調査を実施した。その結

果、全体的に合理的配慮に対する意識が高いことが明らかになったが、公平性に関する質問

項目において合理的配慮における認識の違いが見られた。今後、合理的配慮における公平性

の概念について深く理解していくことが望ましいと考えられる。 
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Ⅰ．問題と目的 

  

2006 年国際連合で「障害者の権利に関する条約（以下、条約）」が採択された。この条約

は、障害に基づくあらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む）を禁止している。日本は

2007 年に条約に署名し、条約の締結に先立ち、2011 年、障害者基本法の改正、2012 年、障

害者総合支援法の成立、2013 年、障害者差別解消法の成立及び障害者雇用促進法の改正等の

国内法の整備後、2014 年に条約の批准を行った。これらの法整備に基づいて、2012 年 7 月

の中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ

ステム構築のための特別支援教育の推進」では、インクルーシブ教育の構築にあたり、特別

支援教育の推進とともに、障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及

びその基礎となる環境整備という項目を設け、教育現場でも障害を理由とする差別の禁止、

合理的配慮の提供が求められることを示した。 

このように学校における合理的配慮の提供や基礎的環境整備の必要性が提唱され、教育現

場では合理的配慮の提供にあたり様々な取り組みが行われているが、合理的配慮の正しい理

解と、通常学校での合理的配慮等、課題も指摘されている。池田ら（2021）は、学校現場に

おいて、合理的配慮と基礎的環境整備の正しい理解を広げ、各学校が取り組むべき視点を明

確にし、可視化していくことが求められていると指摘している。清水（2016）は、日本では

「合理的配慮」が特別支援教育分野の話題として論議されているが、通常学校にこそ、「合理

的配慮」の提供を必要としている「障害児を含む特別なニーズ児」が在籍しており、通常教

育が直面している課題であることを指摘している。 

文部科学省（2019）の「日本の特別支援教育の状況について」によると、2017 年の小・

中学校の特別支援学級の在籍者並びに通級による指導を受けている幼児児童生徒の総数は約

34 万人となっており、2007 年と比べるとそれぞれ 2 倍増加傾向にある。以上のことを踏ま

えると、特別支援教育の知識や、合理的配慮の提供について、特別支援学校の教員だけでな

く、小学校・中学校の教員にもその理解が求められているといえる。大西（2018）は、学校

において特別支援教育を行うことはもはや、特別ではなく、どの学校においても全教職員が

それを共通理解したうえで日々の指導を進めていくことが求められると述べている。また、

都築・小田ら（2015）は、学級に在籍する特別なニーズを必要とする子どもへの適切な合理

的配慮や指導はすべての教員が身につけるべき事項であり、教員養成段階で習得しておくこ

とが望ましいと報告している。 

どの学校においても合理的配慮の提供が求められ、教員養成段階で適切な合理的配慮につ

いての知識を身につける必要がある。しかし、これまでの先行研究を分析すると、教員を対

象とする合理的配慮に関する意識調査の研究は行われている 6)が、教員を志望する学生を対

象とする合理的配慮に関する意識調査は見当たらない。そこで本研究では、合理的配慮に対

する意識向上を目指し、教育学部の学生を対象に合理的配慮の意識について調査を行い、教

員養成段階における合理的配慮に対する現状や課題を明らかにする。 
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Ⅱ．研究方法 

 

1. 調査対象者・調査手続き 

 本調査は、Ａ大学とＢ大学の教育学部に在籍している学生に WEB で質問紙を依頼した。

質問紙の実施期間は、2020 年 10 月 16 日～11 月 4 日に実施した。200 名から回答を得るこ

とができた。倫理的配慮については、本調査で得られたデータは本研究以外に用いないこと、

本研究で得られたデータは慎重に管理し、学術的に公表する場合は、調査対象者の個人情報

を第三者に特定されないように配慮することや本研究に基づく知的財産は、本調査者に帰属

することを調査対象者に伝えた。 

 

2. 調査内容 

 本調査で使用した質問紙は、合理的配慮に関する意識の把握についてのものである。参考

にした資料は、高石ら（2017）の発達障害及び発達障害の傾向のある学生への支援の現状と

合理的配慮に関する教員の意識に関する質問紙である。この質問紙は、大学の教員に向けて

作成されているため、本調査では、教育学部学生の実態に即して一部修正を加えている。 

（1）基本属性について（問 1～問 6） 

（2）実際に提供されている合理的配慮への意識について 5 件法で回答を求めた。（問 7） 

（3）合理的配慮の概念の意識について 4 件法で回答を求め、それぞれの質問項目において

の自分の考えを自由記述式で回答を求めた。（問 8） 

 

 

Ⅲ．結果 

 

 1．回答者の属性 

 A 大学、B 大学の教育学部に在籍する 1 年生から 4 年生、計 200 名から回答が得られた。 

 所属先は、「中学校教育」と回答した学生は 71 名で全体の 35％と最も高い割合を示した。

その他は、「教職実践」「子ども開発」等、それぞれの大学の特性に応じて設けられている専

修である。障害のある人に関わった経験の有無については、回答者のうち、「あり」と回答し

た学生は 186 名、「なし」と回答した学生は 14 名であった。また、大学入学後、特別支援教

育に関する授業の経験の有無について質問したところ、「あり」と回答した学生は 181 名で

全体の 90.5％、「なし」と回答した学生は 19 名で全体の 9.5％であった。特別支援教育に関

する授業の個数については、「2 個（必須授業以外の授業の受講）」以上、受講しているが 59.7％

であった。 
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表 1 調査対象者の実態 

所属 
人数 

(名) 

割合 

（％） 

小学校教育 47 23.5 

中学校教育 71 35.5 

特別支援教育 49 24.5 

その他 33 16.5 

計 200 100 

障害のある人に関わった経験の有無 

あり 186 93 

なし 14 7 

計 200 100 

大学入学後、特別支援教育に関する授業を受講した経験の有無 

あり 181 90.5 

なし 19 9.5 

計 200 100 

特別支援教育に関する授業の受講個数 

1 個 73 40.3 

2 個 40 22.1 

3 個 15 8.3 

4 個以上 53 29.3 

計 181 100 

 

2．教育学部生の合理的配慮に関する意識 

 問 7 は〈相談を受け情報を共有する〉の領域の下位質問①～③、〈相談機関についての情報

提供や案内〉の領域の下位質問④～⑥、〈個別の配慮〉の領域の下位質問⑦～⑮で構成されて

いる。質問項目に対して、「5．自分はこのような配慮について必要だと思う」「4．自分はこ

のような配慮についてどちらかといえば必要だと思う」「3．自分はこのような配慮について

どちらともいえない」「2．自分はこのような配慮についてどちらかといえば不必要だと思う」

「1．自分はこのような配慮について不必要だと思う」のいずれかを選択するように求めた。 

「5．必要だと思う」「4．どちらかといえば必要だと思う」を合わせて回答を分析した結果、

回答の割合が 90%を上回った質問項目は、①「入学前に当該児童・生徒や保護者から相談を

受け、提供可能な支援について説明する」、②「出身幼稚園や小学校から連絡を受け、現在ま

での状況やこれまでの支援体制について情報を共有する」、③「当該児童・生徒との定期的な

面談を行う」、⑥「教員が保健室の教員と連絡を取り、支援策を相談する。」、⑭「学校外での

体験活動において予想される困難さやその際の対処について、体験活動前に当該児童・生徒

と個別に話し合う」、⑮「学校外での体験活動等において、当該児童・生徒が希望すれば、体

験先に当該児童・生徒の特性を説明し配慮を依頼する」であった。60%を下回った質問項目

は、⑧「課題の提出期限の延長を認める」、⑩「試験時間の延長を認める」であった。
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          図 1 教育学部生の合理的配慮に関する意識 

 

 

3．合理的配慮を行う上で検討すべき事項 

 問 8 では、「合理的配慮を行う上で検討すべき事項」について 4 つの問を設け、選択肢に

よる回答と自由記述式による回答を求めた。 

（A）医学的な診断の有無と個別的配慮について、「④困っていれば配慮可能」と回答した

学生の割合が全体の 67％と最も高かった。自由記述では、「医学的判断だけを判断材料にせ

ず、障害の有無にかかわらず、児童生徒の困り感に対して支援を行うべきである。」「困って

いることに変わりはないので、必ず診断を受けた証明を出す必要はないと思う。」「医学的診

断がなくても、本人や周りの人からのニーズがあり、支援が必要だと感じたら配慮すべき。」

といった記述が多かった。しかし、記述の中には「医学的診断があれば、教師側、学校側も

該当生徒に対し、どのような支援を行っていくか考えやすくなり、支援の見通しも立てやす

くなる。また、他の生徒に、説明しやすくなる。」「医学的な視点から子どもに必要な支援に

ついて考慮することで、カウンセラー等の視点のみから考慮した場合に比べ、より柔軟性が

増すと考える。この診断はあくまで子どもへの最適な支援のための必要性であり、支援の有

無に対する根拠とは異なると考える。」といった記述もあり、合理的配慮の提供にあたっての

周囲への説明や適切な支援を提供するために必要である等の記述もあった。 

（B）自身の教育理念や教育目標と合理的配慮との兼ね合いについて、「③特性に見合った

配慮」と回答した学生の割合が全体の 73％と最も高かった。自由記述では、「配慮をしつつ、

一人一人の個性を活かしながら目標達成に向かって皆で協力し合って活動していくことが大

切だとも思う。」「教育理念や目標がないと、教育や指導がぶれてしまうため、教育理念や目

標は必要だと思う。その中で、本人に合った目標をたて、本人に合った方法で学習していく

ために、配慮が必要だと考える。」といった教育理念・教育目標をベースに特性に見合った配

慮必要であると記述が挙げられた。 

（C）他の児童・生徒との公平性について、「③配慮が公平性につながる」と回答した学生

の割合が全体の 58％と最も高かった。自由記述では、「個別に配慮をすることで公平性が保

たれるため、その子に応じた配慮をすることは必要である。一方で、そのことによって他の

子どもが不公平を感じないよう、適切な説明を行うことが大切だと思う。」「児童生徒の公平

性についての理解度によって対応は変わってくると思う。みんなが同じもの（こと）を与え
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られる公平さと、みんなが同じもの（こと）をできる公平さの違いは頭では理解できても納

得することが難しい人は少なくないと思った。」「そのクラスのみんなに本当の公平性の意味

を共有して、その意味をみんなが理解していたら、問題は起きないと思う。」「公平性はいじ

めに繋がりかねない。」といった記述の回答が多かったが、一方で、「できるだけ皆、同じ事

をさせるように、配慮しつつも、公平になるようにする」「なるべく公平性を害するような配

慮は行わないようにすべきだと考える。」等の記述もあった。 

（D）合理的配慮の提供にあたっての教員の労力について、「③余裕乏しいが可能な限り配

慮」と回答した学生が全体の 76.5％と最も高かった。自由記述では、「配慮を行うことで、

授業がスムーズに進むこともあると思うため、できる限り配慮すべきだと思う。」「配慮をす

るためには労力が必要になるが、当該学級担任が一人で行おうとせずに、学校全体で協力し

て配慮を提供することが大切だと思う。」といった記述の回答が挙げられた。 

 

Ⅳ．考察 

 

教育学部生の合理的配慮に関する意識の質問(問 7①～⑮)における全体の回答平均は、4.4

であることや、合理的配慮を行う上で検討すべき事項についても、（C）他の児童・生徒との

公平性について問う質問以外は、約 7 割の回答を得られたことから、全体的に合理的配慮に

対する意識が高いことが明らかになった。これは、障害のある者と関わったことがある人や、

特別支援教育に関する授業を受けた経験がある人が 9 割を超えていること、特別支援教育に

関する授業個数についても、6 割が必須授業以外の授業も選択して受講しているためだと考

えられる。渡邊ら（2020）は直接経験（同席機会・直接コミュニケーション）及び資料視聴

や授業等経験がほとんどない状態の場合には、相手の性格や心理的距離といった対人態度が

ネガティブになることを報告している。このことから、合理的配慮の意識を向上させるにあ

たって、障害児・者と関わった経験や知識が影響を及ぼしたと考えられる。 

 合理的配慮の意識について全体的に高い結果であったが、問 7 の⑧と⑩の「課題提出や試

験時間の延期に関する質問」においては、⑧の回答平均が 3.34、⑩の回答平均が 3.58 であ

り、他の質問の回答平均と比べ数値として低い結果となった。また、合理的配慮を行ううえ

で検討すべき事項の中の（C）の質問で、32.5％の学生は、「他の児童・生徒にとって極端な

不公平にならない範囲で配慮のみを行う」と回答しており、学級の児童・生徒の平等の観点

から合理的配慮を検討していると考えられる。 

障害者の権利に関する条約の「第二条 定義」においては、『「合理的配慮」とは、「障害者

が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するため

の必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、か

つ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。」』と定義されている。都築（2020）

は、この障害者の権利に関する条約が、「合理的配慮」と「過度な負担」とのバランスを求め

ており、結果の平等ではなく、機会の平等を実質的に保障するための手段として位置づけら

れていると報告している。「結果の平等」は、すべての人に同じものを与えるという平等を意

味し、「機会の平等」とは、すべての人が同じことができるように個別に応じた機会を与える

公平を意味している。 

実際に提供した合理的配慮に関する成果報告書を見ると、通常学級に在籍する学習障害の

診断がある生徒に対して、課題の量の調整や、試験時の問題文の読み上げ、ルビ打ち、試験
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時間の延長を行っている事例があった。また、診断は出ていなくても、通常の学級に在籍す

る発達障害の可能性がある生徒に対して、個別に夏休みの課題の量を調整したり、学習支援

を行ったりしている事例もあった。実際に求められる可能性がある合理的配慮に対して数値

として低い結果がみられたため、合理的配慮の概念の理解だけではなく、実践例なども踏ま

え、知識として身につけ、合理的配慮をより深く理解することが望ましいと考えられる。 

通常学校の特別支援学級の在籍者並びに通級による指導を受けている幼児児童生徒が増え

ているため、通常の学校の学級担任でも特別な支援を求められることがあり、合理的配慮を

行う必要があると考えられる。合理的配慮を提供する際に、提供する教員側が合理的配慮に

ついて深く理解し、合理的配慮における公平さを認識したうえで合理的配慮を行うことが望

ましいと考えられる。そのためには、教員養成段階で合理的配慮における概念や認識につい

ての理解を深め、知識を身につけ、実際に教員になった際にその知識に基づいた合理的配慮

を提供する必要がある。 
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